
1 

 

「農業分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針」に係る運用要領 

 

平成 30 年 12 月 25 日 

令和元年 11 月 29 日一部改正 

令和２年４月１日一部改正 

令和４年８月 30 日一部改正 

令和５年６月９日一部改正 

 

法 務 省 

警 察 庁 

外 務 省 

厚生労働省 

農林水産省 

 

 出入国管理及び難民認定法（昭和 26 年政令第 319 号。以下「法」という。）第２条の

４第１項の規定に基づき、農業分野における特定技能の在留資格に係る制度の適正な運用

を図るため、農業分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針（以下

「運用方針」という。）を定めているところ、運用方針に係る運用要領を以下のとおり定

める。 

 

第１ 特定産業分野において認められる人材の基準に関する事項 

 

１．技能水準及び評価方法等 

（１）「１号農業技能測定試験」（運用方針３（１）アの試験区分） 

  ア 技能水準及び評価方法（特定技能１号） 

  （技能水準） 

  （ア）「１号農業技能測定試験（耕種農業全般）」 

当該試験は、①栽培管理、安全衛生等について基本的な知識を有しており、ま

た、各種農作業について、安全の確保を図りつつ、一定時間内に正しい手順で確

実にできるレベルであること、②日本語で指示された農作業の内容等を聴き取

り、理解できることを認定するものであり、この試験の合格者は、運用方針５

（１）ア（ア）の業務区分において、一定の専門性・技能を用いて即戦力として

稼働するために必要な知識や経験を有するものと認める。 

（イ）「１号農業技能測定試験（畜産農業全般）」 

当該試験は、①飼養管理、安全衛生等について基本的な知識を有しており、ま

た、各種農作業について、安全の確保を図りつつ、一定時間内に正しい手順で確

実にできるレベルであること、②日本語で指示された農作業の内容等を聴き取

り、理解できることを認定するものであり、この試験の合格者は、運用方針５

（１）ア（イ）の業務区分において、一定の専門性・技能を用いて即戦力として

稼働するために必要な知識や経験を有するものと認める。 
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  （評価方法） 

    試験言語：現地語及び日本語 

実施主体：農林水産省が選定した機関 

実施方法：コンピューター・ベースド・テスティング（ＣＢＴ）方式又はペーパ

ーテスト方式 

  イ 試験の適正な実施を担保する方法 

同試験は、試験実施に必要な設備を備え、国外複数か国で大規模試験の実施実績

があり、かつ、替え玉受験等の不正受験を防止する措置を講じることができる試験

実施団体に、試験実施主体から業務委託することで適正な実施が担保される。 

（２）「２号農業技能測定試験」（運用方針３（２）アの試験区分） 

  ア 技能水準及び評価方法（特定技能２号） 

  （技能水準） 

（ア）「２号農業技能測定試験（耕種農業全般）」 

当該試験への合格及び耕種農業の現場において複数の従業員を指導しながら作

業に従事し、工程を管理する者としての２年以上の実務経験又は耕種農業の現場

における３年以上の実務経験を要件とする。 

当該試験は、耕種農業の各種農作業について、上級の技能労働者が通常有すべ

き技能を有していることを認定するものである。また、耕種農業の現場において

複数の従業員を指導しながら作業に従事し、工程を管理する者としての２年以上

の実務経験又は耕種農業の現場における３年以上の実務経験を確認することで、

その者が耕種農業の現場において、自然条件の変化に応じ、自らの判断により業

務を遂行しながら、複数の作業員に指示等する管理者としての能力を有すること

を認定するものである。 

したがって、これらの要件を満たす者は、法第２条の３第１項に規定する特定

技能の在留資格に係る制度の運用に関する基本方針（以下「基本方針」という。）

に定める熟練した技能を有するものと認める。 

（イ）「２号農業技能測定試験（畜産農業全般）」 

   当該試験への合格及び畜産農業の現場において複数の従業員を指導しながら

作業に従事し、工程を管理する者としての２年以上の実務経験又は畜産農業の現

場における３年以上の実務経験を要件とする。 

当該試験は、畜産農業の各種農作業について、上級の技能労働者が通常有すべ

き技能を有していることを認定するものである。また、畜産農業の現場において

複数の従業員を指導しながら作業に従事し、工程を管理する者としての２年以上

の実務経験又は畜産農業の現場における３年以上の実務経験を確認することで、

その者が畜産農業の現場において、家畜の個体や畜舎環境の変化に応じ、自らの

判断により業務を遂行しながら、複数の作業員に指示等する管理者としての能力

を有することを認定するものである。 

したがって、これらの要件を満たす者は基本方針に定める熟練した技能を有す

るものと認める。 

（評価方法） 

  試験言語：日本語 
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  実施主体：農林水産省が選定した機関 

  実施方法：コンピューター・ベースド・テスティング（ＣＢＴ）方式又はペーパ

ーテスト方式 

イ 試験の適正な実施を担保する方法 

同試験は、試験実施に必要な設備を備え、国外複数か国で大規模試験の実施実績

があり、かつ、替え玉受験等の不正受験を防止する措置を講じることができる試験

実施団体に、試験実施主体から業務委託することで適正な実施が担保される。 

（３）国内試験の対象者 

 「１号農業技能測定試験（耕種農業全般）」、「１号農業技能測定試験（畜産農業

全般）」、「２号農業技能測定試験（耕種農業全般）」及び「２号農業技能測定試験

（畜産農業全般）」について、国内で実施する場合、在留資格を有する者に限り、受

験資格を認める。 

   

２．日本語能力水準及び評価方法等（特定技能１号） 

（１）「国際交流基金日本語基礎テスト」 

  ア 日本語能力水準及び評価方法 

 （日本語能力水準） 

 当該試験は、本制度での受入れに必要となる基本的な日本語能力水準を判定する

ために国際交流基金が開発・実施する試験であるところ、これに合格した者につい

ては、ある程度日常会話ができ、生活に支障がない程度の能力を有するものと認め

られることから、基本的な日本語能力水準を有するものと評価する。 

 （評価方法） 

   実施主体：独立行政法人国際交流基金 

 実施方法：コンピューター・ベースド・テスティング（ＣＢＴ）方式 

  イ 試験の適正な実施を担保する方法 

    同試験は、試験実施に必要な設備を備え、国外複数か国で大規模試験の実施実績

があり、かつ、替え玉受験等の不正受験を防止する措置を講じることができる試験

実施団体に業務委託することで適正な実施が担保される。 

（２）「日本語能力試験（Ｎ４以上）」 

 ア 日本語能力水準及び評価方法 

 （日本語能力水準） 

   当該試験に合格した者については、「基本的な日本語を理解することができる」

と認定された者であることから、ある程度日常会話ができ、生活に支障がない程度

の能力を有するものと認められ、本制度での受入れに必要となる基本的な日本語能

力水準を有するものと評価する。 

 （評価方法） 

   実施主体：独立行政法人国際交流基金及び日本国際教育支援協会 

実施方法：マークシート方式 

 イ 試験の適正な実施を担保する方法 

同試験は 30 年以上の実績があり、また、国外実施における現地の協力団体は各

国の大学や日本語教師会といった信頼性の高い団体であり、主催団体が提供する試
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験実施マニュアルに即して、試験問題の厳重な管理、試験監督員の研修・配置、当

日の本人確認や持ち物検査の実施等、不正受験を防止する措置が適切に講じられて

いる。 

（３）業務上必要な日本語能力水準 

上記（１）又は（２）の試験に合格した者（下記第３の２（２）において、当該

試験を免除するとされた者を含む。）については、業務上必要な日本語能力水準を

満たすものと評価する。 

 

第２ 法第７条の２第３項及び第４項（これらの規定を同条第５項において準用する場合

を含む。）の規定による同条第１項に規定する在留資格認定証明書の交付の停止の措

置又は交付の再開の措置に関する事項 

 

１．農業分野をめぐる人手不足状況の変化の把握方法 

  農林水産大臣は、以下の指標をもって人手不足状況の変化を的確に把握する。 

（１）農業分野の特定技能外国人在留者数（定期的に法務省から農林水産省に提供） 

（２）有効求人倍率 

（３）就業者数、雇用農業者数、新規就農者数 

（４）「農業特定技能協議会」による特定技能所属機関等からの状況把握等 

 

２．人手不足状況の変化等を踏まえて講じる措置 

（１）農林水産大臣は、上記１に掲げた指標及び動向の変化や受入れ見込数とのかい離、

就業構造や経済情勢の変化等を踏まえ、人手不足の状況に変化が生じたと認める場合

には、それらの状況を的確に把握・分析を加えた上で、変化に応じた人材確保の必要

性を再検討し、状況に応じて運用方針の見直しの検討・発議等の所要の対応を行う。 

   また、受入れ見込数を超えることが見込まれる場合その他必要とされる人材が確保

されたと認められる場合には、法務大臣に対し、一時的な在留資格認定証明書の交付

の停止の措置を求める。 

（２）上記（１）で一時的な在留資格認定証明書の交付の停止の措置を講じた場合におい

て、当該受入れ分野において再び人材の確保を図る必要性が生じた場合には、農林水

産大臣は、在留資格認定証明書の交付の再開の措置を講じることを発議する。 

 

第３ その他特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する重要事項 

 

１．特定技能外国人が従事する業務 

  農業分野において受け入れる特定技能外国人が従事する業務は、以下のとおりとす

る。なお、いずれの場合も、当該業務に従事する日本人が通常従事することとなる関連

業務（例：農畜産物の製造・加工、運搬、販売の作業、冬場の除雪作業等）に付随的に

従事することは差し支えない。 

（１）１号特定技能外国人 

運用方針３（１）アに定める試験区分及び運用方針５（１）アに定める業務区分に

従い、上記第１の１（１）の試験合格又は下記２（１）の技能実習２号移行対象職種・
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作業修了により確認された技能を要する業務（栽培管理、飼養管理、農畜産物の集出

荷・選別等の農作業）をいう。 

（２）２号特定技能外国人 

運用方針３（２）アに定める試験区分及び運用方針５（１）イに定める業務区分に

従い、上記第１の１（２）の試験合格及び実務経験により確認された技能を要する業

務をいう。 

   

２．技能実習２号を良好に修了した者の技能及び日本語能力の評価 

（１）農業分野において受け入れる１号特定技能外国人が、必要な技能水準及び日本語能

力水準を満たしているものとして取り扱う場合における業務内容と技能実習２号移

行対象職種において修得する技能との具体的な関連性については、次のとおりとす

る。 

ア 運用方針５（１）ア（ア）の業務区分 

    耕種農業に関連する第２号技能実習（耕種農業職種３作業：施設園芸、畑作・野

菜又は果樹）を良好に修了した者については、当該技能実習で修得した技能が、１

号特定技能外国人が従事する業務において要する技能と、作物の栽培管理、安全衛

生等の点で、技能の根幹となる部分に関連性が認められることから、修得した技能

が耕種農業の職種に属する作業のいずれに係るものであっても耕種農業の業務で

必要とされる一定の専門性・技能を有し、即戦力となるに足りる相当程度の知識又

は経験を有するものと評価し、上記第１の１（１）ア（ア）の試験を免除する。 

イ 運用方針５（１）ア（イ）の業務区分 

    畜産農業に関連する第２号技能実習（畜産農業職種３作業：養豚、養鶏又は酪農）

を良好に修了した者については、当該技能実習で修得した技能が、１号特定技能外

国人が従事する業務において要する技能と、家畜の飼養管理、安全衛生等の点で、

技能の根幹となる部分に関連性が認められることから、修得した技能が畜産農業の

職種に属する作業のいずれに係るものであっても畜産農業の業務で必要とされる

一定の専門性・技能を有し、即戦力となるに足りる相当程度の知識又は経験を有す

るものと評価し、上記第１の１（１）ア（イ）の試験を免除する。 

（２）職種・作業の種類にかかわらず、第２号技能実習を良好に修了した者については、

技能実習生として良好に３年程度日本で生活したことにより、ある程度日常会話がで

き、生活に支障がない程度の日本語能力水準を有する者と評価し、上記第１の２（１）

及び（２）の試験を免除する。 

 

３．分野の特性を踏まえて特に講じる措置 

（１）労働者を一定期間以上雇用した経験又はこれに準ずる経験（運用方針５（２）ア及

びイ（イ）関係） 

ア 労働者を一定期間以上雇用した経験 

    労働者を少なくとも６か月以上継続して雇用した経験をいう。 

  イ これに準ずる経験 

     ６か月以上継続して労務管理に関する業務に従事した経験をいう。 

     なお、ここでいう「労務管理に関する業務に従事した経験」とは、労働関係法令



6 

 

を遵守し、労働者の賃金や労働時間の計算などの労働条件に関する業務や社会保

険などの福利厚生に関する業務などに広く従事した経験を指す。 

（２）「農業特定技能協議会」（運用方針５（２）ウ関係） 

農林水産省は、農業分野の特定技能所属機関、業界団体その他の関係者により構成

される「農業特定技能協議会」（以下「協議会」という。）を組織する。 

協議会は、その構成員が相互の連絡を図ることにより、外国人の適正な受入れ及び

外国人の保護に有用な情報を共有し、その構成員の連携の緊密化を図るとともに、以

下の事項について協議を行う。 

    ① 外国人の受入れ状況及び課題の把握並びに対応方策の検討 

 ② 不正行為に対する再発防止策 

 ③ 構成員に対する必要な情報の提供その他外国人材の適正な受入れ及び外国 

人の保護に資する取組 

（３）「農業特定技能協議会」に対し必要な協力を行うこと（運用方針５（２）エ及びオ

関係） 

   協議会は、外国人の適正な受入れ及び外国人の保護を図るため、特定技能所属機

関、登録支援機関又は派遣先事業者に対し、情報の提供、意見の聴取、調査の実施そ

の他の必要な協力を求めることができる。 

（４）和牛遺伝資源の輸出に対する不安の払拭のための措置 

   農林水産省は、諸外国との人の往来が増加することにより、和牛の精液、受精卵等

が海外に輸出されることに対する不安を、関係者に与えることがないよう必要な措置

を講じる。 

（５）家畜の伝染性疾病の侵入防止に必要な措置 

   農林水産省は、諸外国からの入国者が増加し、家畜の伝染性疾病が持ち込まれる可

能性が高まるおそれがあることから、侵入防止に必要な措置を講じる。 

 

４．治安への影響を踏まえて講じる措置 

（１）治安上の問題に対する措置 

      農林水産省は、農業分野における特定技能外国人が関わる犯罪、行方不明、悪質な

送出機関の介在その他の治安上の問題を把握した場合には、事業者、業界団体等に対

して助言・指導を行うなど、必要な措置を講じる。 

（２）治安上の問題を把握するための取組 

      農林水産省は、上記（１）の治安上の問題について、所掌事務を通じ、事業者、業

界団体等から把握するために必要な措置を講じる。 

（３）把握した情報等を制度関係機関等と共有するための取組等 

      農林水産省は、上記（１）の治安上の問題について、制度関係機関等との間で適切

に共有するため、情報共有の手続を定めるなど、必要な措置を講じる。 

      また、深刻な治安上の影響が生じるおそれがあると認める場合には、基本方針及び

運用方針を踏まえつつ、農林水産省及び制度関係機関において、共同して所要の検討

を行い、運用要領の変更を含め、必要な措置を講じる。 

 


